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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、当社グループが株主やお客様をはじめとするステークホルダーの皆様の信任に応え、広く社会から信頼されるグループであることを経

営上の重要な課題と位置付けており、意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な判断
により経営の活力を増大させるため、次の基本方針に沿って、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

　１）株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

　２）様々なステークホルダーと適切に協働する。

　３）会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

　４）独立社外取締役などの非業務執行役員が、取締役会による業務執行の監督機能の実効性を高める。

　５）中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間で建設的な対話をおこなう。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則　４－２－１　中長期的な業績と連動する報酬】

　株主との利益の一致をよりはかるうえで、中長期的な業績との連動や自社株報酬は今後の課題と認識しており、引き続き当社に適した役員報酬
制度を検討してまいります。

【補充原則　４－１０－１　指名・報酬などに関する独立社外取締役の適切な関与・助言（任意の委員会の設置等）】

　現状、独立社外取締役から指名・報酬などに関して、適切な関与、助言を得ております。任意の諮問委員会として設置することが、当社にとって
適切かどうかは引き続き検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則　１－４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、取引関係の維持・強化を通じて当社グループの企業価値の増大に資する場合や、事業シナジーが見込まれる場合を除き、原則として
取引先の株式を保有いたしません。政策保有株式については、毎年、取締役会において、その保有の必要性を検証し、保有継続の可否および株
式数の見直しを実施しております。2016年度中にも１社売却をおこないました。議決権行使に当たっては、基準を定め、株主としての価値の毀損に
つながる議案には反対を検討いたします。

【原則　１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、役員が会社法に定める利益相反取引をおこなう場合は、事前に取締役会の承認決議を要する旨を決裁規程に定めております。また、
役員や主要株主等との取引は、年度末にグループ各社より取引内容の報告を受け、その内容を取締役会に報告し、関係法令にしたがって開示し
ております。

【原則　３－１　情報開示の充実】

（１）経営理念等や経営戦略、経営計画

　当社は、建設を通じて社会における相互補完の一翼を担うという経営理念を踏まえ、グループトータルの企業価値の増大をはかることとしており
ます。2017年10月に創業100周年を迎えるにあたり、グループの業績が安定的で持続可能な成長路線をたどるよう、本年度から３ヵ年の中期経営
計画「TRY! NEXT CENTURY 2020」を策定し、ホームページ（https://www.takamatsu-cg.co.jp）等でこれを公表しております。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書の「基本的な考え方」に記載しております。

（３）取締役等の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　業務執行取締役の報酬等は、成果や職責を適切に反映させた業績連動によるインセンティブ付けをおこなっており、業務執行をおこなわない取
締役や監査役の報酬等は、業績連動の要素を含まないものといたしております。この方針にもとづき、株主総会にて承認を得た範囲内で、取締役
会の一任を得た社長が、会長等と協議のうえ決定しております。

（４）取締役等の選任・指名をおこなうに当たっての方針と手続き

　当社の経営陣幹部・取締役・監査役は、優れた人格、見識、能力および豊富な経験とともに、高い倫理観を有している者としており、その方針に
もとづき取締役会の構成の多様性に配慮して、取締役会において選任・指名しております。

（５）取締役等の個々の選任・指名についての説明

　社外の取締役・監査役についてはその候補者とした理由を株主総会招集ご通知に記載しております。また、全ての取締役・監査役の指名をおこ
なった際の個々の理由は当社のホームページ（http://www.takamatsu-cg.co.jp）にて「各役員の指名理由」として開示しておりますのでご参照願い
ます。

【補充原則　４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

　当社は、「決裁規程」等の社内規程において、取締役会が法令・定款により専決する事項および重要な意思決定として決議する事項を明確にし
ております。それ以外の業務執行の意思決定は、重要性や金額等の基準を「決裁規程」に定め、社長、担当執行役員等に権限を委任しておりま
す。

【原則　４－９　独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

　当社は、会社法や東京証券取引所が定める基準を充足し、かつ、独自の「社外役員の独立性要件」を定め、その要件を満たす候補者を独立社



外取締役および独立社外監査役に選定しております。

【補充原則　４－１１－１　取締役会の全体としてのバランス、多様性および規模】

　当社グループは、持株会社である当社と、高松建設と青木あすなろ建設を中核事業会社とするグループ会社計19社で構成されています。このた
め、当社の取締役会は、グループ事業会社を統括し、その事情を反映させるため、業務執行取締役以外に中核２社の経営トップを構成メンバーと
し、その他独立社外取締役等の非業務執行取締役により構成することを基本としております。取締役は定款の定めにもとづき18名以内としてお
り、現在、取締役会は、独立社外取締役２名を含む非業務執行取締役10名と業務執行取締役６名の計16名で構成されております。

【補充原則　４－１１－２　取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任】

　取締役、監査役は、取締役会への出席を優先事項とし、グループ外の会社との役員兼任はその役割・責務を適切に果たす上で支障がない範囲
としております。

　兼任状況は、毎年、株主総会招集ご通知等において開示しております。

【補充原則　４－１１－３　取締役会の実効性の分析・評価】

　当社は、取締役会が実効性高く運営され、企業価値の向上の実現をはかっているかを毎期検証するため、自己評価書の提出等の方法により、
取締役会の実効性について分析・評価をおこなっており、その概要は、当社のホームページ（http://www.takamatsu-cg.co.jp）にて「取締役会の実
効性の分析・評価」として開示しておりますのでご参照願います。

【補充原則　４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

　当社は、取締役および監査役が、その役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニングとして以下のような機会を提供しております。

・新任の取締役・監査役には、当社の基本理念、経営状況、経営戦略、組織・権限体系等についての説明、およびその経歴に応じて、会社法務、
企業会計、コーポレートガバナンス等についての説明をおこなっております。

・上記に加え、社外取締役・社外監査役には、当社グループの主要施設や工事の現場視察等の事業内容の理解を深める機会を設けております。

・また、グループを取り巻く環境、新たな法改正および経営課題等に関する事項については、適宜に資料の配布や説明をおこなっております。

・取締役・監査役は、その職責を果たすために必要な知識・情報を、能動的に習得・収集することとしており、各自の判断により、必要な書籍の購
入、外部の研修プログラムへの参加等をおこなうことを慫慂し、そのために必要な費用は会社が負担することとしております。

【原則　５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社の株主との建設的な対話に関する方針は以下のとおりです。

　・当社はＩＲ担当の最高責任者を社長とし会社説明会の説明者は社長がこれに当たっております。ＩＲ・広報室は、日頃より財務部等の関連部門
およびグループ事業会社と容易に連携がとれる体制としております。

　・株主、投資家からの個別取材に関しては、ＩＲ・広報室長が面談または電話により対応しており、面談結果については都度社長に報告し、情報
の共有および課題の検討が可能な体制をとっております。

　・当社は、インサイダー情報の漏洩リスクを最小限に抑えるためＩＲ取材にサイレント期間を設けております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

高松　孝之 8,613,700 22.15

（株）三孝社 6,000,000 15.43

高松　孝育 2,201,900 5.66

（株）孝 1,226,720 3.16

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口９） 1,184,400 3.05

（株）りそな銀行 1,080,000 2.78

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 852,600 2.19

（株）みずほ銀行 824,000 2.12

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 691,400 1.78

高松コンストラクショングループ社員持株会 510,580 1.31

支配株主（親会社を除く）の有無 高松　孝之

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月



業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社と支配株主が取引をおこなう場合の取引条件は、一般の取引条件と同様に決定しており、事前に取締役会の承認決議を要する旨を決裁規
程に定めております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

連結子会社のうち、青木あすなろ建設（株）は東京証券取引所第一部に上場しております。子会社の経営は、独立企業としての自己責任体制と

自主的経営を基本とし、グループ憲章において、独立自尊（各企業は互いに独自性を尊重する）、協力競争（各企業は互いに協力する一方競争

する）等を掲げております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 18 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 16 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

萩原　敏孝 他の会社の出身者 △

青山　繁弘 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

萩原　敏孝 ○

萩原敏孝氏および（株）小松製作所と当社
グループとの間には当社の意思決定に影
響を与えるような取引関係はなく、また、
グループ会社の青木あすなろ建設（株）は
同氏に対し顧問料を支払っておりますが、
報酬は多額ではなく、株主・投資者の判断
に影響を及ぼすおそれはないと判断され
ることから、取引の概要の記載を省略して
おります。

萩原敏孝氏は、企業経営者として豊富な経験
と高い見識を有し、当社との間に特別な利害関
係のない独立した立場から貴重な意見をいた
だいており、今後とも経営全般に忌憚のない助
言をいただくことで、当社の経営体制をさらに
強化できるものと判断して、社外取締役に選任
しております。また、一般株主と利益相反の生
じるおそれはなく、独立した公正・中立な立場を
保持できるものと判断し、独立役員に指定いた
しました。



青山　繁弘 ○ ―――

青山繁弘氏は、企業経営者として豊富な経験
と高い見識を有し、当社との間に特別な利害関
係のない独立した立場から貴重な意見をいた
だいており、今後とも経営全般に忌憚のない助
言をいただくことで、当社の経営体制をさらに
強化できるものと判断して、社外取締役に選任
しております。また、一般株主と利益相反の生
じるおそれはなく、独立した公正・中立な立場を
保持できるものと判断し、独立役員に指定いた
しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに情報の交換をおこなうなど連携をはかっております。また当社は、内部
監査室を設置しておりますが、監査役監査と内部監査室監査とが効率的かつ実効的におこなわれるよう、監査役会と相互連携をはかっておりま
す。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

柴田　香司 他の会社の出身者 △

藤原　利往 他の会社の出身者 △

津野　友邦 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)



氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

柴田　香司 ○

柴田香司氏の出身銀行である（株）みず
ほ銀行は当社の取引銀行であり、当社の
株主（その持株比率は発行済株式総数か
ら自己株式数を控除して算出するベース
で約2.3％）でありますが、同行と当社グ
ループとの間には当社の意思決定に影響
を与えるような取引関係はなく、株主・投
資者の判断に影響を及ぼすおそれはない
と判断されることから、取引の概要の記載
を省略しております。

柴田香司氏は、金融機関や企業経営における
専門的な知識と豊富な経験を有しており、当社
との間に特別な利害関係のない独立した立場
から忌憚のない質問や意見を得られることで、
当社の監査体制の充実がはかれるものと判断
して、監査役に選任しております。また一般株
主と利益相反の生じるおそれはなく、独立した
公正・中立な立場を保持できるものと判断し、
独立役員に指定いたしました。

藤原　利往 ○

藤原利往氏の出身銀行である（株）りそな
銀行は当社の取引銀行であり、当社の株
主（その持株比率は発行済株式総数から
自己株式数を控除して算出するベースで
約3.0％）でありますが、同行と当社グルー
プとの間には当社の意思決定に影響を与
えるような取引関係はなく、株主・投資者
の判断に影響を及ぼすおそれはないと判
断されることから、取引の概要の記載を省
略しております。

藤原利往氏は、金融機関や企業経営における
専門的な知識と豊富な経験を有しており、当社
との間に特別な利害関係のない独立した立場
から忌憚のない質問や意見を得られることで、
当社の監査体制の充実がはかれるものと判断
して、監査役に選任しております。また一般株
主と利益相反の生じるおそれはなく、独立した
公正・中立な立場を保持できるものと判断し、
独立役員に指定いたしました。

津野　友邦 ○ ―――

津野友邦氏は、公認会計士、税理士として幅
広く活躍し、財務・会計に関する適切な知見を
有し、また当社のリスク調査の受託によりグ
ループ各社の事業実態に精通しており、当社と
の特別な利害関係のない独立した立場から忌
憚のない質問や意見を得られることで、当社の
監査体制の充実がはかれるものと判断して、
社外監査役に選任しております。また一般株主
と利益相反の生じるおそれはなく、独立した公
正・中立な立場を保持できるものと判断し、独
立役員に指定いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

業務執行をおこなう取締役の報酬については、業績の伸びや計画達成状況、および各々の取締役の職責や貢献度などの要素を計算式に算入す
ることにより算出しており、業績の達成率が報酬に反映する仕組みとしております。業務執行をおこなわない取締役についてはあらかじめ決定した
定額としております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



有価証券報告書、事業報告にて取締役および監査役の報酬等の総額を開示しております。

2017年3月期において取締役に支払われた報酬等の総額は228百万円であり、監査役に支払われた報酬等の総額は40百万円です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、株主総会で承認された取締役の報酬総額の範囲内において、役員報酬規程、役員報酬基準に則り、社長が会長等との協議に
より、業績および経営環境を考慮し決定しております。具体的には業務執行をおこなう取締役の報酬については、当社の業績の伸びや計画達成
状況、および各々の取締役の職責や貢献度などの要素を計算式に算入することにより算出しており、業績の達成率が報酬に反映するインセン
ティブ要素を盛り込んだ仕組みとしております。社外取締役を含む業務執行をおこなわない取締役については、あらかじめ決定した定額となってお
ります。監査役の報酬は、株主総会で承認された監査役の報酬総額の範囲内において、監査役会における監査役の協議により決定しておりま
す。

なお、株主総会で承認された取締役の報酬総額の限度額は年額250百万円以内となっており、監査役の報酬総額の限度額は総額45百万円以

内となっております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役および社外監査役にも、取締役会資料を事前に配付し、十分に内容を検討いただけるようにしております。また、監査役の職務を補助
するために「監査役室」を設置しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役会

取締役会は取締役16名から構成され、グループ企業価値を最大化するという認識のもとに、会社法上要請される事項の決定をはじめグループ

全体の経営方針・戦略の最終決定等をおこなっております。

２．監査役会

監査役会は３名の監査役（全員社外監査役）により構成され、各監査役は監査役会が策定した監査計画に従い、事業会社の監査役と連携をとり、
各社の重要な事業所への往査をおこなうほか、各社の取締役会等、重要な会議への出席や、当社ならびに事業会社の取締役等および会計監査
人に報告を求めることで、取締役の職務執行につき厳正な業務監査をおこなっております。

３．会計監査人

当社は会計監査人に有限責任あずさ監査法人を選任しており、会社法ならびに金融商品取引法に基づく公正な監査を受けております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、経営の透明性を確保するため、社外取締役２名および社外監査役３名を選任しており、会社内の指揮系統や慣行にとらわれない社外の

公正な立場から意見を得たり、コンプライアンス体制の確立にあたって第三者の立場から批判をいただくといった役割を、平素の監査の強化や取
締役会での積極的な発言を通じて、十分に発揮していると認識しております。

なお、常勤監査役2名が大阪と東京に常駐し、グループ全体をきめ細かく監査する体制をとっております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催日の21日前に招集通知を発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
2017年３月期定時株主総会は第１集中日の６月29日（木）を避け、2017年６月22日（木）に
開催しております。

電磁的方法による議決権の行使
当社指定の議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/）にて、インターネットによる議
決権の行使が可能です。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

管理信託銀行等の名義株主様は、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子
行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームを利用
した議決権行使が可能です。

その他 株主総会招集通知を事前にホームページに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

ＩR活動については、決算説明会を実施しております。

また、アナリスト、機関投資家、新聞記者の個別の取材に対して積極的に応じ
ております。

あり

IR資料のホームページ掲載
トピックス、投資家向け情報（決算短信・英文決算短信・有価証券報告書・決算
説明会資料・英文決算説明会資料・株主総会資料・英文株主総会資料・株主
通信等）

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部署・・・IR・広報室

IR担当役員・・・代表取締役社長　吉武宣彦

IR連絡責任者・・・常務執行役員　IR・広報室長　井筒廣之

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「企業理念」に「行動指針」を制定し、ステークホルダーの立場の尊重を明確にしておりま
す。

その他

当社グループは、社会貢献活動としてステークホルダーの皆様はもちろん、地域社会を含
めた全ての人々との良好な関係を構築するため、「植林ボランティア活動」や「地域清掃活
動」および「地元楽団への支援」等をおこなっております。このような活動がささやかながら
も社会貢献に寄与するものと考え、今後も継続的に実施してまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2006年5月18日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について決議いたしました。その後、適宜これを改訂してお
ります。業務の適正を確保するための体制に関する以下の基本方針にもとづいて、グループ会社を含めた体制の整備とその適切な運用に努めて
おります。

１．当社および子会社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）当社グループでは、取締役は、「取締役会規程」および「決裁規程」にもとづき、その職務の執行をおこなうにあたり、法令、定款、企業理念お

　　よび諸規程に則り行動し、その職責を果たすこととしております。

（２）当社グループでは、取締役会は企業倫理および社会的責任にてらし、経営方針およびその執行方法に適法性、妥当性、相当性の欠落はな

　　いか、善管注意義務違反、不作為による忠実義務違反がないか自ら検証することが使命であるとしております。

（３）当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。

（４）社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるあらゆる反社会的勢力および団体に対しては、毅然とした態度で臨み、関係遮断を徹底して

　　おります。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役会の決定に関する記録について、「取締役会規程」および「文書管理要領」に則り作成保存および管理しております。

３．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社グループでは、各社が損失の危険の管理に関する事項は、「決裁規程」「リスク管理規程」「緊急事態対策要領」および「リスク事項取扱要

　　領」に定めており、重要事項については取締役会で決議しております。

（２）当社は、子会社の重大なリスク発生等を把握し、グループに影響を及ぼす事項を統括しております。特にリスクが高い事項については、都度

　　すみやかに、当社へ報告することとしております。

４．当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制

（１）当社グループでは、取締役会は、グループの重要事項について適正かつ迅速な意思決定をおこなう体制を整え、取締役の業務執行が経営

　　方針と合致しているか検証するとともに、目標実現に向けて指導ならびに指示をあたえております。

（２）当社は、取締役会の審議のさらなる活性化とガバナンスおよび経営監督機能の強化のため、社外取締役を選任しております。

（３）当社は、子会社の取締役会が適切に意思決定をおこない、チェック機能をはたすよう支援し、その決議事項が適正なものか管理しておりま

　　す。

５．当社および子会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）当社グループでは、社員全員に「企業理念」カードを配布し、日々唱和をおこない、経営目標、経営姿勢、存在意義および行動指針で構成され

　　た企業理念に則った行動をとるよう努めております。

（２）当社グループでは、共通のグループ報や各社の社内会議の機会を捉え、社員全員に法令遵守が企業活動の前提であることを繰り返し伝え、

　　社員の法令、定款および諸規程の遵守についての周知徹底をはかっております。

（３）当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。

６．当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社グループは純粋持株会社体制を採用し、グループ共通事項は当社が、業務執行に係る事項は中核会社が支援および管理をおこなうこと

　　としております。

（２）グループとしての一体感を形成するため「グループ憲章」を定め、各社が共通した企業理念にもとづいて適正かつ適法な企業活動をおこなう

　　こととしております。

（３）グループ各社が相互に緊密に連携をとり、子会社の自主独立による発展をはかるとともに、グループトータルの企業価値の増大をはかるた

　　め、「持株会社と事業会社に関する規程」を定めております。

（４）各中核会社が主催するグループ社長会を開催して、実効性を高める体制をとり、各社の業務の適正の確保に努めております。

（５）当社は、子会社が報告すべき事項を定め、定期的あるいは発生の都度報告を受けております。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助するために監査役室を設置しております。

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）補助者に対しては、監査役が直接、指揮監督し統括いたします。

（２）補助者の監査役補助職務に係る人事評価は監査役がおこない、人事異動・懲戒処分に関しては監査役の同意を得ておこなうこととしておりま

　　す。

９．当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

（１）当社取締役は、会社に著しい影響を及ぼす事実が発生し、または発生するおそれがあるときは、監査役に速やかに報告します。

（２）監査役は、一部子会社の監査役を兼任し、各社の業務遂行状況等の報告を受ける体制としております。

（３）監査役は、必要があると認めたときは、取締役および社員に報告を求めることができることとしております。

（４）内部監査部門およびグループ統括部門は、当社グループにおける内部監査、リスク管理等の現状を報告することとしております。

（５）グループ各社で内部通報規程を定め、グループの役員、社員からの通報窓口を当社または中核会社の管理本部長および監査役ならびに外

　　部の弁護士事務所とするとともに、当該通報をおこなったことを理由とする、解雇その他不利益な取り扱いを禁止しております。

１０．その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

（１）監査役会は、会計監査人および内部監査部門から監査内容について説明を受けるとともに、必要な情報の交換をおこなうなど連携をはかっ

　　ております。

（２）監査役の職務執行に係る費用については、あらかじめ予算に計上し、請求に応じております。また、臨時に発生した費用についても、正当性

　　を確認のうえ、請求に応じることとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



当社グループでは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるあらゆる反社会勢力および団体に対して、毅然とした態度で臨み、関係遮断
を徹底することとし、取締役会において前述の「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」１．（４）のように決議しておりま
す。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




